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国連気候変動枠組条約



i

１－１　協力の背景と概要

タイ王国（以下、「タイ」と記す）は、京都議定書で温室効果ガス（Greenhouse Gas：GHG）

の削減義務が課せられていないが、気候変動対策に意欲的に取り組んでいる。2007 年にタイ

温室効果ガス管理機構（Thailand Greenhouse Gas Management Organization：TGO）を設立し、

2008 年には ｢ 気候変動対応国家戦略（2008 ～ 2011）｣ を策定した。TGO は GHG 抑制に関す

るすべての活動の促進と支援を担うことになっているが、これまではクリーン開発メカニズム

（Clean Development Mechanism：CDM）に関する審査、啓発、研修、情報整備を中心に業務を行っ

てきた。TGO が果たすべき役割は大きいが、設立間もない組織のため、人材や知見が不足して

いる。こうしたなか、タイは TGO と気候変動緩和に取り組む関係者の能力強化を目的とした協

力を日本に要請した。「温室効果ガスの削減に係る組織能力強化プロジェクト」（以下、「プロジェ

クト」）は TGO と CDM 関係者の知識と組織力の向上を目的として、2010 年 1 月から 2012 年 2
月まで実施された。

１－２　協力内容

（1）上位目標

タイ国における GHG 緩和の活動が促進される。

（2）プロジェクト目標

TGO の GHG 緩和策に対する人材の能力向上と組織力強化が達成される。

（3）アウトプット

1）TGO 職員の GHG 緩和策に対する知識レベルと専門知識の向上。

2）TGO の研修提供キャパシティの向上。

3）TGO の GHG 緩和プロジェクトに対するレビュー及びモニタリング能力の向上。

4）TGO の GHG 緩和策に関する情報管理能力の向上。

（4）投入（評価時点）

日本側

・専門家　10 名・55 人 / 月
・ローカルコンサルタント：847,975 バーツ

１．案件の概要

国名：タイ王国 案件名：温室効果ガスの削減に係る組織能力強

化プロジェクト

分野：環境管理 援助形態：技術協力プロジェクト

所轄部署：地球環境部環境管理第一課 協力金額：2.2 億円

協力期間 2010 年 1 月 13 日～ 2012 年 2 月 29 日 先方関係機関：タイ国温室効果ガス管理機構

日本側協力機関：

評価調査結果要約表
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・資機材：345,400 バーツ

・ローカルコスト：2,101,243 バーツ

・本邦研修　4 コース・30 名

タイ側

・カウンターパート：52 名

・専門家執務スペース、研修会場、事務器機

・プロジェクト運営費：4,000,000 バーツ

３－１　実績の確認

（1）アウトプット 1
「キャパシティ・アセスメント評価用テスト」の結果を見ると、アウトプット 1 は顕著に

達成していることが分かる。テスト結果は、11 名の TGO 職員の知識レベルが大きく向上

したことを示している。

プロジェクトは専門家による TGO 職員向けの研修に 6 科目を選んだ。延べ 18 日間の研

修で、6 科目 61 テーマを網羅した。延べ研修参加人数は 450 名であり、うち 267 名は TGO
職員である。基本的に研修ターゲットは TGO 職員であったが、気候変動緩和に関係する他

機関にも門戸を開いた。1 日当たりの平均参加人数は 25 名であり、うち 14.8 名は TGO 職

員であった。ただし、参加者が非常に少ない時もあった。

プロジェクトは研修による能力向上効果を測るために、キャパシティ・アセスメント評

価用テストをプロジェクト開始時の 2010 年 1 月と、51 テーマを網羅した後の 2011 年 3 月

に行った。第 1 回テストでは、90％以上の受験者がほぼ 6 科目すべてについて 5 段階評価

で 2 以下の成績にとどまった。すべての科目で 4 以上を得た受験者は 10％に満たなかった。

第 2 回テストでは、ほぼ 50％以上の受験者が少なくとも 6 科目中 5 科目について、5 段階

評価で 4 以上の成績を修めた。2 回目のテストの結果は 1 回目より明らかによい。

しかし、キャパシティ・アセスメント評価用テストを受けた TGO 職員は限られている。

受験者は、第 1 回は 30 名、第 2 回は 21 名にとどまる。2 回とも受験した職員の数は 11 名

のみであったが、この 11 名の成績はほぼすべての科目で向上している。11 名の成績は、平

均して 5 段階評価で 1 段階以上向上した。

「研修理解度チェック」の結果は受験者にとっては研修が効果的であったことを示してい

る。理解度チェックは 2 回行われ、合計回答数は 34 あった。多くの回答者は、日常業務で

担当する科目を中心に高い理解度を示した。

キャパシティ・アセスメント評価用テストを受験した職員数は限られているものの、ア

２．評価調査団の概要

調査者

担当分野 氏　名 所　属

団長

協力計画

評価分析

榎本　宏

根崎　俊

石坂　浩史

JICA 地球環境部気候変動対策室　副室長

JICA 地球環境部環境管理第一課　調査役

アイ・シー・ネット株式会社

調査期間 2011 年 12 月 12 日～ 12 月 22 日 評価種類：終了時評価

３．評価結果の概要
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ウトプット 1 の活動を通じて、TGO 職員について顕著な能力向上効果があったことは明ら

かである。

（2）アウトプット 2
TGO の研修提供能力の向上という観点からは、大きな進捗があったと判断できる。

CDM、炭素取引、国連気候変動枠組条約（United Nations Framework Convention on Climate 
Change：UNFCCC）の概要と国際交渉、カーボンフットプリント、GHG インベントリ、の

5 科目について、14 セットの研修教材を開発した。これらの教材は複数の TGO 職員により

5 段階で評価された。どの教材も平均で 4 以上を獲得し、最高で 4.57 を獲得した教材もあっ

た。

プロジェクトは「2011 年タイ気候会議」“Climate Thailand Conference 2011：CTC 2011”
にて、研修コース「GHG 緩和と低炭素社会」を開催した。このコース向けに 11 の発表資

料が作成された。プロジェクトの活動に活発に参加していた 9 名の TGO 職員が講師を務め

た。発表資料は前出のプロジェクトで開発した教材を活用して作成した。カンボジア、イ

ンドネシア、マレーシア、ミャンマー、フィリピン、ラオス、ベトナムから 10 名、タイ国

内から 100 名近い参加者があった。当日行われた簡易なアンケート調査の結果によると、

研修はおおむね好評であったと考えられる。ほぼすべての発表が 5 段階評価で 4 以上、ま

たは 4 に近い評価を得た。

総じて、これまでの活動結果から、研修コースを開発するための強固な基礎は築けたと

判断できる。開発された研修教材は、タイ国内外の多様な関係者の研修に対応できる内容

である。TGO 職員は、研修ターゲットに応じて適切な教材を選択・編集することができ、

研修教材の更新もできる。

（3）アウトプット 3
このアウトプットで期待された成果は、CDM に関する能力向上であったが、PDM 上で

は「TGO の GHG 緩和プロジェクトに対するレビュー及びモニタリング能力の向上」とい

う記載であったため、本調査団は「TGO の CDM 候補プロジェクトと CDM プロジェクト

に対するレビュー及びモニタリング能力の向上」と解釈して評価を行った。アウトプット

3 についても満足できる進捗があったと判断できる。プロジェクトは 6 つのプロジェクト・

アイディア・ノート（PIN）と 2 つのプロジェクト設計書（PDD）を作成した。TGO がデ

ザインした CDM モニタリングシステムの改善にも取り組んだ。

タイはこれまでに多くの CDM プロジェクトを承認しているが、その多くはバイオマス

とバイオガスの利用に関するものであり、TGO の運輸交通や森林など他の重要セクターに

関する経験は限られていた。今回、TGO 職員は 6 つの PIN と 2 つの PDD を実際に作成す

ることを通して、運輸交通、廃棄物管理、森林を含むさまざまな CDM プロジェクトにつ

いて知見を広げた。特に、廃棄物管理によりバイオガスを生産するプロジェクトの PDD 作

成を通して、TGO 職員にはプログラム CDM についての経験が蓄積され、実務的な能力が

向上した。
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（4）アウトプット 4
GHG 緩和策に関する情報管理能力の向上に関し、プロジェクトは TGO のウェブサイト

を再構築し、プロジェクト開発サイクルの解説などの CDM に関する新たな情報を加えた。

さらに、エネルギー、工業プロセス、農業・土地利用・森林、廃棄物の各分野を含む GHG
インベントリのデータベースも構築した。関係機関からの活動量データ収集を改善するた

めに、データ入力表などのツールも開発した。その結果、TGO のインベントリ作成能力は

飛躍的に向上した。最近の国際交渉の動向をふまえると、このアウトプットで GHG インベ

ントリに重点を置いて活動したことは適切であると考えられ、それに呼応する成果は顕著

な能力向上効果があったことを示している。

（5）プロジェクト目標

“CTC 2011”にて研修コース「GHG 緩和と低炭素社会」が開催され、11 のトピックに関

する発表があった。さまざまな関係者に対して、参加者の関心に応じた内容を選定し、か

つ自信をもって発表できる TGO 職員の数は増加した。プロジェクト実施前は対外的なセミ

ナーなどでは、ほとんどの場合において TGO 幹部や上級職員が発表を行っていたが、“CTC 
2011”では幹部以外の TGO 職員 9 名が発表を行い、参加者からの評価はおおむね良好であっ

た。これは大きな成果である。前述のとおり、キャパシティ・アセスメント評価用テスト

の結果は、TGO 職員の知識レベルが顕著に向上したことを示している。TGO 職員の能力と

いう点では、多くの職員の気候変動緩和を促進するための知識・技術レベルが向上したこ

とをうかがわせる十分な証拠がある。しかしながら課題もある。例えば、TGO 職員の能力

強化についての具体的な到達目標を設定していないことが挙げられる。TGO 新人職員、3
年目の職員、中堅職員、それぞれにどの程度の能力を期待するのか、明確にする必要がある。

また、TGO 内部職員向け研修の不参加者に対する体系的なフォローアップを整備する必要

がある。

気候変動緩和に取り組む関係者の能力を向上させる TGO 職員の能力に関しては、プロ

ジェクト実施により、TGO はプロジェクトで開発した研修教材と“CTC 2011”で研修

コースを開催した経験を生かして、効果的な研修コースを開発できるようになった。一部

の TGO 職員は、既に会議での発表に教材を活用している。今後、TGO がプロジェクトの

成果を活用して、温室効果ガス管理プログラム（Greenhouse Gas Management Programme：
GMaP）を拡充し、外部向けの研修・普及啓発プログラムを開発することが期待される。

TGO は、開発した研修教材を GMaP に追加する意向である。

（6）上位目標

気候変動分野の国際動向は目まぐるしく変わる。プロジェクト開始当初は CDM に特化

しており、現行の PDM においても、上位目標の指標を「タイ国における GHG 緩和の活動

が促進される」と設定されていた。しかしながら、プロジェクトのねらいは、さまざまな

関係者による気候変動緩和策の実施を促進するために、必要な TGO の能力を向上させるこ

とである。そのため、本調査団は、以下の指標を提言し合意された。1）TGO は 2014 年末

までに、プロジェクトの成果を活用した研修を少なくとも 12 コース開催する。2）2014 年

末までに、新たな GHG インベントリが少なくとも 1 回作成される。3）2012 年末までに、「タ
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イ自主排出削減」（Thailand Voluntary Emission Reduction：TVER）の方法論が TGO 理事会

に提出される。

３－２　評価結果の要約

（1）妥当性

プロジェクトの妥当性は高かった。プロジェクトの内容は TGO の能力強化ニーズと合致

した。プロジェクトで扱った分野は TGO の主要業務や関心と一致した。

プロジェクトは、タイの開発政策と気候変動に関する政策と整合していた。「第 10 次国

家経済社会開発計画（2007 ～ 2011 年）」と「第 11 次国家経済社会開発計画（案）（2012 ～

2016 年）」のいずれも GHG の排出を制御する必要があることを指摘している。タイは「気

候変動対策国家戦略（2008 ～ 2012 年）」を策定し、GHG 排出削減を目標の 1 つに掲げている。

TGO は組織理念で、タイを持続的開発に基づく低炭素社会に導くとしている。

プロジェクトは日本の対タイ援助政策と合致している。日本は環境管理のための制度枠

組み強化を重視している。事業展開計画によると、プロジェクトは開発課題「環境管理体

制支援」の協力プログラム「環境・防災プログラム」に位置づけられている。日本は 2011
年 11 月、東アジアサミットの枠組みで「東アジア低炭素成長パートナーシップ」を提案した。

プロジェクトはこのイニシアティブとも整合している。日本の知見と経験は、必要とされ

た能力強化を行うのに有効であった。よって、JICA は支援を優位に行うことができた。

（2）有効性

プロジェクト目標を TGO 職員の能力強化と解釈し、2 年間というプロジェクト期間を考

慮すれば、プロジェクトの有効性は高かった。多くの職員は、気候変動緩和に関する課題

について知識を習得し、理解を深めた。さらに、自分の担当業務においても自信を深め、

一部は国際会議で発表ができるまでになった。

TGO の組織能力についても、多数の職員の能力強化、研修教材の開発、GHG インベン

トリデータベースの改善、“CTC 2011”での研修コースの開催を通じて、大きく向上した

と判断できる。TGO は自身らの組織能力を利用して、包括的な研修コースを準備・実施す

ることや、GHG インベントリを作成することができるようになった。更なる向上のために

は、TGO 職員の能力を包括的に強化するプログラムを制度化すること、本プロジェクトの

成果を活用した外部の気候変動緩和に取り組む関係者の能力を強化するための計画やプロ

グラムを策定することが求められる。また、気候変動分野の国際動向は動きが速いため、

知識や技術を常時更新していく必要がある。カウンターパートは TGO の能力向上には更な

る外部支援が必要であると考え、効果的な GHG インベントリのための制度枠組み、地方自

治体レベルの GHG 排出分析システム、低炭素都市開発、国内炭素市場のための GHG イン

ベントリ方法論、「森林減少・劣化からの温室効果ガス排出削減」（REDD）、発表技術など

の課題を挙げた。

（3）効率性

プロジェクトの効率性は非常に高かった。すべてのアウトプットは顕著な成果を産出し

た。日本・タイ国側双方から十分な投入があった。大半の活動は計画どおり、あるいは計
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画より早く完了した。プロジェクトは幅広い課題を短期間で扱うことができた。

類似プロジェクトと比較して、プロジェクトの効果は大きかった。プロジェクトはより

大きなターゲットグループの能力向上に成功している。カウンターパート数、特にプロジェ

クト活動を満足に遂行できる資質を備えたカウンターパートの数は、他プロジェクトと比

較して相当多かった。プロジェクトは、GHG インベントリを作成する能力について、より

少ない投入と時間で向上することに成功している。

（4）インパクト

複数の正のインパクトが見られる。そうしたインパクトが将来、気候変動を緩和するた

めの有効な施策として実現することが期待される。プロジェクトは、タイ国内の炭素市場

の枠組みとなる TVER の検討に貴重な知見を提供した。TVER は、同様にプロジェクト実

施により得られた知見を活用してデザインされている「低炭素都市プログラム」と一緒に

実施される見込みである。早期の制度運用開始が期待されている。加えて、プロジェクト

実施を通して TGO が習得した知識は、TGO の 5 カ年戦略の更新と「国の適切な緩和行動」

（NAMA）の計画に活用されることが期待される。

TGO は気候変動国際研修センターを設立し、タイ国内外の関係者の気候変動緩和・適応

に関する能力を強化しようという構想をもっている。既に TGO は日本に対して、支援の要

請書を提出している。当面の計画としては、環境保全推進局と共同で「気候適応・緩和ア

カデミー」にて、国内関係者向けに気候変動緩和に関する研修を開始する予定がある。

TGO はプロジェクトの研修と PIN/PDD 作成作業を通じて、他の政府機関に有用な情報

を提供し、関係を強化した。例えば、あるバンコク都の職員は、プロジェクトの研修で得

られた知識は廃棄物管理政策を検討するために有効であったと述べている。国立公園・野

生生物保全局の職員 2 名は、CDM と REDD+ に関する知識を深めることができたとしてい

る。

プロジェクトはカーボン・フットプリント・ラベリングにも貢献した。TGO と国立金属・

材料技術センターは、タイ国内で生産された製品にカーボン・フットプリント・ラベルを

付与するために必要な計算方法を開発した。

（5）持続性

プロジェクト実施により得られた成果は、維持される可能性が高い。気候変動に関する

政策や制度枠組みが強化される可能性は高い。「第 11 次国家経済社会開発計画（案）（2012
～ 2016 年）」では、低炭素社会の構築、GHG 排出と炭素市場に関するデータベースと登録

簿の開発、測定・報告・検証システムの構築、カーボンラベルとカーボン・フットプリン

トの推進に取り組むとしている。先述のとおり、TGO は、CDM の促進に加えて新たな気

候変動緩和策を実現する計画である。例えば、GHG インベントリ作成のために効果的・効

率的にデータをまとめられるよう、他の政府機関と良好な関係を維持するよう努めている。

組織と財政については、TGO は職員を事前評価時の 24 名から現在の 60 名に増強してい

る。予算は 2008 年の 3,000 万 THB から 2011 年の 9,000 万 THB に伸びている。TGO が知

見の蓄積を進め、GHG 管理に関する専門性を維持するために、十分なリソースを確保でき

る可能性は高い。ただし、転職率が高いことに注意が必要である。
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技術面については、ほとんどのカウンターパートは、本プロジェクトが導入した知識や

技術のほぼすべてを吸収したとみられる。よって、プロジェクトで習得した知見を活用して、

自信をもって新任職員を育成できるとしている。外部向け研修についても、もっと場数を

踏む必要があるとは感じているが、ほんとんどのカウンターパートが実施できると考えて

いる。TGOは、外部向け研修プログラムであるGMaPを拡充する意向である。カウンターパー

トは、ウェブサイトや GHG インベントリデータベースの維持管理についても自信をもって

いる。

３－３　効果発現に貢献した要因

（1）計画内容に関すること

特になし。

（2）実施プロセスに関すること

プロジェクト活動の内容に関する入念な協議は、効果的な技術移転につながった。多く

のカウンターパートが熱心にプロジェクト活動に取り組んだ。特に、TGO 能力強化・アウ

トリーチ部が果たしたリーダーシップと調整機能は、プロジェクトの円滑な運営に大きく

貢献した。

本邦研修は多くのカウンターパートによい刺激を与えた。特に、日本国内で実際にさま

ざまな気候変動緩和策が実施されている様子を視察したことは、タイの新たな気候変動緩

和策の立案を促進する効果があったと推察される。多くのカウンターパートは、本邦研修

は「低炭素都市」と「タイ自主排出削減」（TVER）のコンセプト検討に有効であったと述

べている。有益な研修コースを準備した専門家チームの貢献は大きい。

３－４　問題点及び問題を惹起した要因

大きな問題はない。一部のカウンターパートは、業務過多のため研修に参加できない時期が

あったと表明している。

３－５　結論

プロジェクトは成功裏に実施された。プロジェクトは、短期間で多くの課題を網羅し、カウ

ンターパートの能力を向上させた。プロジェクトの妥当性と有効性は高かった。特に効率性は、

類似プロジェクトと比較して非常に高かった。プロジェクトの成果が維持される可能性は高い。

短期間のプロジェクトであったにもかかわらず、確固としたインパクトの兆候もみられる。

３－６　提言

（1）プロジェクトへの提言

1） 　プロジェクトは、すべての関係カウンターパートに最終のキャパシティ・アセスメン

ト評価用テストを受験させること

プロジェクトの主たる目的は TGO の能力強化である。プロジェクトは能力強化モニタ

リングシステムを作ったが、カウンターパートがテストを受験しない限り、客観的にプ

ロジェクトの効果を測ることはできない。すべての関係カウンターパートが受験するこ
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とが重要である。

2） 　プロジェクトは、すべての重要な研修教材を正しくタイ語に翻訳すること

TGO が国内の気候変動緩和に取り組む関係者に効果的な研修を提供するには、タイ語

で研修を実施できる必要がある。このため、プロジェクトで開発した英語の教材をタイ

語に翻訳する必要があり、速やかに翻訳を完了すべきである。

3） 　プロジェクトは、上位目標の指標を見直すこと

上位目標の指標は不適切である。次のような改善案が考えられる。

①　 TGO は 2014 年末までに、プロジェクトの成果を活用した研修を少なくとも 12 コー

ス開催する。

②　2014 年末までに、新たな GHG インベントリが少なくとも 1 回作成される。

③　2012 年末までに、TVER の方法論が TGO 理事会に提出される。

4） 　TGO は、職員の能力強化プログラムを作成・実行すること

専門家が研修に使用した発表資料は、TGO のイントラネットで閲覧できる。プロジェ

クトは包括的な研修教材セットを開発した。多くのカウンターパートは講師経験を積ん

だ。能力評価の方法も示された。TGO は職員の質を高いレベルに保つために、こうした

プロジェクトの成果を活用して、職員向け能力強化プログラムを作成・実行すべきであ

る。

5） 　TGO は、GMaP と外部向けアウトリーチプログラムを拡充すること

プロジェクト実施により、気候変動緩和に取り組む関係者の能力を向上するために必

要な TGO のリソースの充実度は大きく増した。関係者との関係も強化できた。TGO は

この機会に関係者の研修ニーズを再検討し、プロジェクトの成果を活用して外部向け研

修プログラムを拡充すべきである。

6） 　TGO は、気候変動緩和に取り組む関係者の能力強化について、地域内協力の可能性を

検討すること

“CTC 2011”は ASEAN 各国からも参加を得て、成功裏に終わった。講師を務めた

TGO 職員は大きな自信をつけた。参加者の評価も合格レベルであった。TGO は、こうし

た成果を気候変動緩和について能力強化を要する国への支援に活用することを検討すべ

きである。隣国などとパートナーシップを築き、域内の気候変動緩和の取り組みを推進

すべきである。

7） 　JICA は、当該分野に関する TGO によるタイ国内関係機関の能力強化及び周辺国との

連携強化に資する TGO の更なる能力強化への支援を検討すること

プロジェクトは成功したが、TGO が日本の支援を必要とする課題もある。TGO への支

援は、タイ国内だけでなく、地域内協力を通じて、他国でも GHG 削減効果をもたらす可

能性がある。そうした効果が実現するよう、JICA は TGO を支援しつつパートナーシッ

プを組むことを検討すべきである。

8） 　プロジェクト実施期間を 2012 年 2 月末まで延長すること

2011 年 10 月にバンコクを襲った大洪水の影響で、プロジェクト活動は一時的に停止し

た。計画されていた能力強化評価などの活動、指標の最終化、最終報告書の作成などを

行うために、プロジェクトの協力期間を 2012 年 2 月末まで延長するべきである。
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３－７　教訓

（1）入念な協議と計画

プロジェクト活動の内容について入念な協議を行ったことは、技術移転に対するカウン

ターパートの高い満足度につながった。専門家は本邦研修の準備にも多くの労力を割いた。

この苦労はカウンターパートへの研修効果という形で報われている。多くの時間と労力が

割かれたことは確かであるが、プロジェクトの経験はこうした入念な協議と計画が重要で

あることを示している。

（2）適切な指標設定

本プロジェクトでは、協力実績から顕著な成果が発現されたが、それを測る指標設定は

改善の余地があった。プロジェクトを効果的にモニタリングして評価するためには、具体

的な目標、できれば数値目標を設定することが大切である。指標はカウンターパート機関

などのプロジェクト関係者が責任をもって達成すべき拘束力のある目標として利用するこ

ともできる。例えば、指標として、カウンターパートが受講すべき研修の数や獲得すべき

試験の点数を定めることもできる。

すべてのプロジェクト関係者にとって、プロジェクトのねらいは TGO の能力強化であっ

たことは明らかである。しかし、個々のカウンターパート、あるいはカウンターパートグルー

プが、どの科目について、どのような面で、どのレベルまで能力の向上をめざすかは明確

でなかった。適切な指標を設定していれば、プロジェクトの目標はより明確になり、研修

やテストへもっと積極的な参加があったかもしれない。プロジェクト期間の早期に適切な

指標を設定することは非常に重要である。
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第１章　終了時評価調査の概要

１－１　調査団派遣の目的

（1 ）2012 年 1 月 12 日にプロジェクト実施期間が終了するにあたり、PDM 及び活動計画に基づ

き投入実績、活動内容、計画達成度を調査・確認してプロジェクトの実績の検証を行う。

（2 ）評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から評価を行う。

（3 ）評価に基づき、プロジェクト終了時までの対応方針等について提言を行うとともに、類似

の技術協力案件への教訓を抽出する。

１－２　合同終了時評価調査メンバーの構成

（1）日本側

担当分野 氏　名 所　属

総括 榎本　宏 JICA 地球環境部気候変動対策室副室長

協力企画 /
ミニッツ協議

根崎　俊 JICA 地球環境部環境管理グループ環境管理第一課調査役

Evaluation Analysis 石坂　浩史 アイ・シー・ネット株式会社コンサルティング事業部

（2）タイ側

氏名 所　属

Sirithan Pairoj-Boriboon Executive Director, TGO

Prasertsuk Jamornmarn Deputy Executive Director, TGO

Chaiwat Muncharoen Deputy Executive Director, TGO

１－３　終了時評価調査の日程

本終了時評価調査は、2011 年 12 月 12 日から 22 日にわたり実施した。

Date Day Activities

12-Dec Mon Arrival of Evaluation Analysis member in Bangkok

13-Dec Tue
Meeting JICA Thailand Office（Togo Uchida）
Interview JICA Experts（Tetsuya Yoshida and Fumiwo Tsukamoto）

14-Dec Wed
Interview TGO（Jakkanit Kananurak, Thawatchai Somnam, Puttipar Rotkittikhun, 
Rongphet Bunchuaidee and Sumon Sumetchoengprachya）

15-Dec Thu

Interview TGO（Natchanan Wathanachinda and Wiriya Puntub）
Interview DNP（Chingchai Viriyabuncha and Phanumard Ladpala）
Interview BMA（Suwanna Jungrungrueng, Woranuch Suaykakaow, Siwat Sripetpun, 
Rudhpol Jatoorapreuk and Wankaew Homnan）
Arrival of Team Leader in Bangkok
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16-Dec Fri

Arrival of Cooperation Planning member in Bangkok
Japanese Evaluation Team internal meeting
Interview TGO（Chaiwat Muncharoen, Wasinee Cheunban and Phakamon Supappunt）
Meeting JICA Experts（Tetsuya Yoshida and Fumiwo Tsukamoto）

17-Dec Sat Report preparation

18-Dec Sun Report preparation

19-Dec Mon
Interview JICA Expert（Masahiko Fujimoto）
Interview TGO（Sirithan Pairoj-Boriboon and Prasertsuk Jamornmarn）
Meeting on Joint Evaluation Report with TGO and JICA Experts

20-Dec Tue Report preparation

21-Dec Wed Meeting on Joint Evaluation Report with TGO and JICA Experts

22-Dec Thu
Joint Coordinating Committee
Signing of M/M



－ 3 －

第２章　終了時評価調査の方法

２－１　概要

終了時評価調査は「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版」に従い、プロジェクト・サイクル・

マネジメント（Project Cycle Management：PCM）手法で用いられるプロジェクト・デザイン・マ

トリックス（Project Design Matrix：PDM）を活用して行った。評価調査実施にあたって、日本・

タイ国側双方からなる合同評価チームを結成した。評価チームは、プロジェクトの実績の確認、

実施プロセスの把握、評価 5 項目に基づく評価を行い、その結果を合同評価報告書にまとめた。

２－２　調査手順

まず、2009 年 9 月作成の詳細計画策定調査報告書、2009 年 10 月 21 日署名の討議議事録（Record 
of Discussions：R/D）署名時に合意した PDM と活動計画（Plan of Operation：PO）、プロジェクト

事業進捗報告書（第 1、2 号）、業務完了報告書（第 1 年次）を基に評価デザインを検討し、評価

グリッドを作成した。これに基づき質問票を作成し、プロジェクト関係者に回答を依頼するとと

もに、プロジェクトの実績に関するデータの提出を求めた。

続いて、回収した質問票の分析、プロジェクト関係者へのインタビュー、追加の資料要求と回

収・分析、タイ側・日本側公式文書の分析を行い、プロジェクトの実績を確認して、評価グリッ

ドの設問に対する回答を検討した。質問票は、①プロジェクトの実績データなどの資料提供を依

頼するもの、②カウンターパート機関であるタイ温室効果ガス管理機構（Thailand Greenhouse Gas 
Management Organization：TGO）幹部向け、③カウンターパート（一般職員）向け、④専門家向

け、の 4 種類を配付して回収した。インタビューは、プロジェクトダイレクター、プロジェクマ

ネジャー 2 名、カウンターパート 9 名、タイ側関係機関職員 7 名、専門家 2 名、JICA タイ事務

所担当職員を対象とした。タイ側関係機関については、プロジェクト実施の研修に参加したバン

コク都と天然資源環境省（Ministry of Natural Resources and Environment：MNRE）国立公園・野生

生物保全局を対象とした。こうした作業を通して、プロジェクトの実施プロセスを把握し、評価

5 項目に基づく評価に必要なデータを整理した。

これを受け、日本側が合同評価報告書案を作成し、タイ側と内容を検討するとともに、プロジェ

クト関係者に事実誤認がないかを確認した。その後、必要な修正を行い、報告書最終案を 2011 年

12 月 22 日の合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）にて説明し、承認を得た。

２－３　調査の制約

終了時評価調査は当初、2011 年 10 月下旬から 11 月上旬にかけて実施する予定であったが、タ

イ国内で大きな洪水が発生したため延期された。プロジェクト終了までに終了時評価を実施する

ために今回の調査を実施したが、現地調査の期間は当初計画より 3 日間短縮された。洪水のため、

カウンターパート機関は通常どおりの業務が困難な状態がしばらく続いたため、プロジェクトは

評価調査の準備に十分な時間を取ることができなかった。また、出張などのため、インタビュー

に対応できないカウンターパートもいた。専門家についても、業務スケジュールの関係でインタ

ビューの対象者となったのはプロジェクトに従事した 10名のうち、総括を含む 2名のみであった。

他の調査同様、この調査も期間が限られていたため、プロジェクトの成果を詳細に検討すること、

得られた情報をクロスチェックすることには限界があり、不採用となった情報もあった。調査は
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こうした制約の下で行われたが、評価チームはできる限り客観的な評価結果を導く努力をした。
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第３章　プロジェクトの実績と成果

３－１　投入実績
1

３－１－１　日本側

日本側は、コンサルタント契約により専門家チームを編成して、これまでに 10 名の専

門家を投入している。専門分野は、①総括 / クリーン開発メカニズム（Clean Development 
Mechanism：CDM）/ 気候変動緩和策 2、②副総括 / 炭素取引 / 気候変動緩和策 1、③国際動向分析、

④温室効果ガス吸収源計画 / 研修カリキュラム及び研修教材 2、⑤温室効果ガス排出源計画 1、
⑥温室効果ガス排出源計画 2、⑦温室効果ガス（Greenhouse Gas：GHG）インベントリ、⑧研

修カリキュラム及び研修教材 1、⑨データベースシステム構築、ウェブサイト作成支援、⑩研

修カリキュラム及び研修教材 3、である。2011 年 12 月 7 日までの 1 年 11 カ月間の専門家投入

実績は 55 人 / 月であり、平均すると 1 年当たり 28.7 人 / 月の投入があったことになる。これ

は 2.4 人の専門家を常時派遣していたことに相当する。これに加えて、ローカルコンサルタン

トによるタイ国内の CDM 候補プロジェクトに関する調査を 847,975 タイバーツ（THB）2
で実施

している。

これまでに日本側が投入した資機材はカラーコピー機、液晶プロジェクター、ノートパソ

コンであり、その総額は 345,400 THB である。このほか、「2011 年タイ気候会議」“Climate 
Thailand Conference 2011：CTC 2011”の開催費用 412,175 THB を含む総額 2,101,243 THB は、ロー

カルコスト負担としてタイ側で執行している。

日本側は本邦研修を 4コース提供した。1年目に 7日間の幹部向けと 12日間の一般職向けコー

ス、2 年目に 9 日間の幹部向けと 11 日間の一般職向けコースを開催した。本邦研修に参加し

た延べ 30 名のカウンターパートやプロジェクト関係者の研修費用を負担している。

３ －１－２　タイ側

タイ側は、プロジェクト・ダイレクター、プロジェクト・マネジャー 2 名を含む 52 名の

TGO 職員をプロジェクトに従事させた。ただし、職員によりプロジェクトへの関与の度合い

は大きく異なる。このうち、短期契約職員 4 名を含む 16 名が既に TGO を退職している。ほか

に、タイ側は専門家執務スペース、研修会場、事務器機、光熱水道費、通信費、飲食費を提供

し、その費用は 4,000,000 THB に上る。

３－２　アウトプットの達成状況

３－２－１　アウトプット 1
アウトプット 1 の指標の達成状況は表－１のとおり。「キャパシティ・アセスメント評価用

テスト」の結果を見ると、アウトプット 1 は顕著に達成していることが分かる。テスト結果は、

11 名の TGO 職員の知識レベルが大きく向上したことを示している。

プロジェクトは専門家による TGO 職員向けの研修の科目として、① CDM、②炭素取引、③

国連気候変動枠組条約（United Nations Framework Convention on Climate Change：UNFCCC）の概

1
　詳細な投入リストは付属資料１．協議議事録（M/M）

2
　2011 年 12 月 7 日現在、1 THB は 2.52 円である。
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要と国際交渉、④ GHG 緩和策、⑤カーボン・フットプリント、⑥ GHG インベントリの 6 つ

を設定した。延べ 18 日間の研修で、6 科目 61 テーマを網羅した。延べ研修参加人数は 450 名

であり、うち 267 名は TGO 職員である。基本的に研修ターゲットは TGO 職員であったが、気

候変動緩和に関係する他機関にも門戸を開いた。このため、バンコク都、MNRE 天然資源環境

政策計画局、同王立森林局、同国立公園・野生生物保全局、森林産業機構、運輸省運輸交通政

策計画局、エネルギー省代替エネルギー開発・省エネルギー局等からも参加があった。1 日当

たりの平均参加人数は 25 名であり、うち 14.8 人は TGO 職員であった
3
。ただし、参加者が非常

に少ない日もあり、TGO 職員が 3 名しか出席していない日もあった。

表－１　アウトプット 1 の達成状況

指　　標 達成状況

1） 　TGO 職員の知識レベルと専

門性が向上する

2） 　キャパシティ・ディベロッ

プメント進捗評価チェックリ

ストで XX％を達成する

・ 第 1 回キャパシティ・アセスメント評価用テストでは、

90％以上の受験者がほぼ 6 科目すべてについて 5 段階評

価で 2 以下の成績だったのに対して、第 2 回テストでは、

ほぼ 50％以上の受験者が少なくとも 6 科目中 5 科目につ

いて 5 段階評価で 4 以上の成績を修めた。

・ 2 回のテストを受験した 11 名の TGO 職員の成績は、ほ

ぼすべての科目で向上した。11 名の成績は、平均して 5
段階評価で 1 段階以上向上した。

プロジェクトは研修による能力向上効果を測るために、キャパシティ・アセスメント評価用

テストをプロジェクト開始時の 2010 年 1 月と、51 テーマを網羅した後の 2011 年 3 月に行った。

第 1 回テストでは、90％以上の受験者がほぼ 6 科目すべてについて 5 段階評価で 2 以下の成績

にとどまった。すべての科目で 4 以上を得た受験者は 10％に満たなかった。第 2 回テストでは、

ほぼ 50％以上の受験者が少なくとも 6 科目中 5 科目について、5 段階評価で 4 以上の成績を修

めた。2 回目のテストの結果は 1 回目より明らかによい。

残念ながら、キャパシティ・アセスメント評価用テストを受けた TGO 職員は限られている。

受験者は、第 1 回は 30 名、第 2 回は 21 名にとどまる。2 回とも受験した職員の数は 11 名のみ

である。とはいえ、この 11 名の成績はほぼすべての科目で向上している。11 名の成績は、平

均して 5 段階評価で 1 段階以上向上した。

「研修理解度チェック」の結果も、少なくとも受験者にとっては、研修が効果的であったこ

とを物語っている。チェックは 2 回行われ、合計回答数は 34 である。多くの回答者は、日常

業務で担当する科目を中心に高い理解度を示した。しかし、2 回のチェックを受験した職員の

数は 9 名に過ぎない。

アウトプット 1 の活動を通じて、TGO 職員について顕著な能力向上効果があったことは明

らかである。

3
　2011 年 12 月現在の幹部・総務職員を除いた TGO 職員数は 40 名である。
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３－２－２　アウトプット 2
アウトプット 2 の指標の達成状況は表－２のとおり。TGO の研修提供能力の向上という観

点からは、大きな進捗があったと判断できる。① CDM、②炭素取引、③ UNFCCC の概要と国

際交渉、④カーボンフットプリント、⑤ GHG インベントリ、の 5 科目について、14 セットの

研修教材を開発した。これらの教材は複数の TGO 職員により 5 段階で評価された。どの教材

も平均で 4 以上を獲得し、最高で 4.57 を獲得した教材もあった。

表－２　アウトプット 2 の達成状況

指　　標 達成状況

1） 　研修教材とカリキュラムが

整備される

2） 　各種研修コースが開発され

る

・ 5 科目 14 セットの研修教材が開発された。

・ “CTC 2011”の研修コース「GHG 緩和と低炭素社会」向

けに 11 の発表資料が作成された。

プロジェクトは“CTC 2011”にて、研修コース「GHG 緩和と低炭素社会」を開催した。このコー

ス向けに 11 の発表資料が作成された。プロジェクトの活動に活発に参加していた 9 名の TGO
職員が講師を務めた。発表資料は前出のプロジェクトで開発した教材を活用して作成した。カ

ンボジア、インドネシア、マレーシア、ミャンマー、フィリピン、ラオス、ベトナムから 10 名、

タイ国内から 100 名近い参加者があった。当日行われた簡易なアンケート調査の結果によると、

研修はおおむね好評であったと考えられる。ほぼすべての発表が 5 段階評価で 4 以上、または

4 に近い評価を得た。

総じて、これまでの活動結果から、研修コースを開発するための強固な基礎は築けたと判断

できる。開発された研修教材は、タイ国内外の多様な関係者の研修に対応できる内容である。

TGO 職員は、研修ターゲットに応じて適切な教材を選択・編集することができ、研修教材の

更新もできる。

３－２－３　アウトプット 3
アウトプット 3 で期待された成果は、CDM に関する能力向上であったが、PDM 上では「TGO

の GHG 緩和プロジェクトに対するレビュー及びモニタリング能力の向上」という記載であっ

たため、本評価調査団は「TGOのCDM候補プロジェクトとCDMプロジェクトに対するレビュー

及びモニタリング能力の向上」と解釈して評価を行った。アウトプット 3 についても満足で

きる進捗があったと判断できる。プロジェクトは、6 つのプロジェクト・アイディア・ノート

（Project Idea Note：PIN）と 2 つのプロジェクト設計書（Project Design Document：PDD）を作

成した。TGO がデザインした CDM モニタリングシステムの改善にも取り組んだ。

表－３　アウトプット 3 の達成状況

指　　標 達成状況

1） 　パイロットプロジェクトの

PIN 及び / または PDD
・ 6 つの PIN と 2 つの PDD が作成された。

・ CDM のモニタリングシステムが改善された。
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タイはこれまでに多くの CDM プロジェクトを承認しているが、その多くはバイオマスとバ

イオガスの利用に関するものであり、TGO の運輸交通や森林など他の重要セクターに関する

経験は限られていた。今回、TGO 職員は 6 つの PIN と 2 つの PDD を実際に作成することを通

して、運輸交通、廃棄物管理、森林を含むさまざまな CDM プロジェクトについて知見を広げた。

特に、廃棄物管理によりバイオガスを生産するプロジェクトの PDD 作成を通して、プログラ

ム CDM について新たに学んだ。

３－２－４　アウトプット 4
アウトプット 4 の指標の達成状況については表－４のとおり。GHG 緩和策に関する情報管

理能力の向上に関し、プロジェクトは、TGO のウェブサイトを再構築し、プロジェクト開発

サイクルの解説などの CDM に関する新たな情報を加えた。さらに、エネルギー、工業プロセス、

農業・土地利用・森林、廃棄物の各分野を含む GHG インベントリのデータベースも構築した。

関係機関からの活動量データ収集を改善するために、データ入力表などのツールも開発した。

その結果、TGO のインベントリ作成能力は飛躍的に向上した。最近の国際交渉の動向をふま

えると、このアウトプットで GHG インベントリに重点を置いて活動したことは適切であると

考えられ、それに呼応する成果は顕著な能力向上効果があったことを示している。

表－４　アウトプット 4 の達成状況

指　　標 達成状況

1） 　TGO ウェブサイトへのアク

セス数が XX％増加する

2）　TGO のデータベース

・ TGO のウェブサイトが再構築され、CDM に関する新た

な情報が加えられた。

・ GHG インベントリのデータベースが構築された。

３－３　プロジェクト目標の達成状況

プロジェクト目標の指標の達成状況は表－５のとおり。“CTC 2011”にて研修コース「GHG 緩

和と低炭素社会」が開催され、11 の発表があった。さまざまな観衆に自信をもって発表できる

TGO 職員の数は増加した。アウトプット 2 でも記述したとおり、“CTC 2011”では幹部以外の

TGO 職員 9 名が発表を行い、おおむね好評であった。このことは大きな成果である。なぜなら、

これまでの TGO 主催セミナー / ワークショップでは、発表者は一握りの TGO 幹部・上級職員と

外部講師が担っていたからである。既に述べたとおり、アウトプット 1 で実施されたキャパシ

ティ・アセスメント評価用テストの結果は、TGO 職員の知識レベルが顕著に向上したことを示

している。
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表－５　プロジェクト目標の達成状況

指　　標 達成状況

1） 　TGO が気候変動緩和策に関

する技術指導と普及啓発を他

のステークホルダーに行える。

2） 　温室効果ガス緩和策、炭素

取引、気候変動枠組条約の各

分野におけるキャパシティ・

ディベロップメント進捗評価

チェックリスト

3） 　TGO が提供する研修コース

の数

・ “CTC 2011”にて研修コース「GHG 緩和と低炭素社会」

が開催され、11 の発表があった。

・ さまざまな観衆に自信をもって発表できる TGO 職員の

数は増加した。“CTC 2011”では TGO 職員 9 名が発表を

行い、おおむね好評であった。

・ アウトプット 1 で実施されたキャパシティ・アセスメン

ト評価用テストの結果は、TGO 職員の知識レベルが顕著

に向上したことを示している。

TGO 職員の能力という点では、多くの職員の気候変動緩和を促進するための知識・技術レベ

ルが向上したことをうかがわせる十分な証拠がある。しかしながら課題もある。例えば、TGO
職員の能力強化についての具体的な到達目標を設定していないことが挙げられる。TGO 新人職

員、3 年目の職員、中堅職員、それぞれにどの程度の能力を期待するのか、明確にする必要がある。

また、TGO 内部職員向け研修の不参加者に対する体系的なフォローアップを整備する必要があ

る。

気候変動緩和に取り組む関係者の能力を向上させる TGO 職員の能力に関しては、プロジェク

ト実施により、TGO はプロジェクトで開発した研修教材と“CTC 2011”で研修コースを開催し

た経験を生かして、効果的な研修コースを開発できるようになった。一部の TGO 職員は、既に

会議での発表に教材を活用している。今後、TGO がプロジェクトの成果を活用して、温室効果

ガス管理プログラム（Greenhouse Gas Management Programme：GMaP）を拡充し、外部向けの研修・

普及啓発プログラムを開発することが期待される。TGO は、開発した研修教材を GMaP に追加

する意向である。

３－４　上位目標の達成の見込み

気候変動分野の国際動向は目まぐるしく変わる。プロジェクト開始当初は CDM に特化してお

り、現行の PDM においても、上位目標の指標を「タイ国における GHG 緩和の活動が促進される」

と設定されていた。しかしながら、プロジェクトのねらいは、さまざまな関係者による気候変動

緩和策の実施を促進するために、必要な TGO の能力を向上させることである。そのため、本評

価調査団は以下の指標を提言し合意された。1）TGO は 2014 年末までに、プロジェクトの成果

を活用した研修を少なくとも 12 コース開催する。2）2014 年末までに、新たな GHG インベント

リが少なくとも 1 回作成される。3）2012 年末までに、TVER の方法論が TGO 理事会に提出される。
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表－６　上位目標の達成状況

指　　標 達成状況

1） 　国家承認を得るために TGO
に提出される CDM プロジェク

ト数

・ CDM プロジェクト数は着実に増えているが、本プロジェク

トとの因果関係は不明。

３－５　実施プロセス

３－５－１　計画策定とモニタリング

プロジェクトの計画・モニタリングは適切に行われている。プロジェクト活動は入念な協議

に基づき計画されている。プロジェクトの計画と成果は、報告書と JCC を通じて共有されて

いる。報告書にはプロジェクト活動とその成果について詳細な記述がある。2011 年 10 月に発

生した洪水の影響により TGO は業務を一時停止したが、本プロジェクトでは主たる活動はお

おむね完了していたため、大きく計画を変更する必要は生じなかった。

３－５－２　コミュニケーション

基本的に、プロジェクト従事者間のコミュニケーションはスムーズに行われている。いずれ

の調査対象者からも、大きな問題があったとの指摘はない。

３－５－３　技術移転

TGO 職員は専門家による技術移転を高く評価している。多くのカウンターパートが、全般

的に専門家の知識レベル、発表技術、態度は非常によかったとしている。TGO 職員の能力と

ニーズは、入念な協議と評価テストにより特定され、研修の科目、テーマ、内容、方法などが

提案された。これらは、研修開始後も TGO の希望にあわせて柔軟に変更されている。研修教

材の開発と研修講師の養成に採用された方法と手順は効果的であった。効果的な技術移転を担

保するために、TGO のオーナーシップが重視された。例えば、アウトプット 1 の研修ではグルー

プ討議や演習が多く採用され、アウトプット 2 ではカウンターパートが研修教材の第 1 案作成

を任され、アウトプット 3 では同様に PIN や PDD の作成を任された。
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第４章　評価結果
４－１　妥当性

プロジェクトの妥当性は高かった。プロジェクトの内容は TGO の能力強化ニーズと合致した。

プロジェクトで扱った分野は TGO の主要業務や関心と一致した。

プロジェクトは、タイの開発政策と気候変動に関する政策と整合していた。「第 10 次国家経済

社会開発計画（2007 ～ 2011 年）」と「第 11 次国家経済社会開発計画案（2012 ～ 2016 年）」のい

ずれも GHG の排出を制御する必要があることを指摘している。タイは「気候変動対策国家戦略

（2008 ～ 2012 年）」を策定し、GHG 排出削減を目標の 1 つに掲げている。TGO は組織理念で、

タイを持続的開発に基づく低炭素社会に導くとしている。

プロジェクトは日本の対タイ援助政策と合致している。日本は環境管理のための制度枠組み強

化を重視している。事業展開計画によると、プロジェクトは開発課題「環境管理体制支援」の協

力プログラム「環境・防災プログラム」に位置づけられている。日本は 2011 年 11 月、東アジア

サミットの枠組みで「東アジア低炭素成長パートナーシップ」を提案した。プロジェクトはこの

イニシアティブとも整合している。日本の知見と経験は、必要とされた能力強化を行うのに有効

であった。よって JICA は支援を優位に行うことができた。

４－２　有効性

プロジェクト目標を TGO 職員の能力強化と解釈し、2 年間というプロジェクト期間を考慮す

れば、プロジェクトの有効性は高かった。多くの職員は、気候変動緩和に関する課題について知

識を習得し、理解を深めた。さらに、自分の担当業務について自信を深め、一部は国際会議で安

心して発表ができるまでになった。

TGO の組織能力についても、多数の職員の能力強化、研修教材の開発、GHG インベントリデー

タベースの改善、“CTC 2011”での研修コースの開催を通じて、大きく向上したと判断できる。

TGO は自らの組織能力を利用して、包括的な研修コースを準備・実施することや、GHG インベ

ントリを作成することができるようになった。更なる向上のためには、TGO 職員の能力を包括

的に強化するプログラムを制度化すること、本プロジェクトの成果を活用した外部の気候変動緩

和に取り組む関係者の能力を強化するための計画やプログラムを策定することが求められる。ま

た、気候変動分野の国際動向は動きが速いため、知識や技術を常時更新していく必要がある。カ

ウンターパートは TGO の能力向上には更なる外部支援が必要であると考え、効果的な GHG イ

ンベントリのための制度枠組み、地方自治体レベルの GHG 排出分析システム、低炭素都市開発、

国内炭素市場のための GHG インベントリ方法論、「森林減少・劣化からの温室効果ガス排出削減」

“Reducing Emissions from Deforestation and Forest Degradation：REDD”、発表技術などの課題を挙げ

た。
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４－３　効率性

プロジェクトの効率性は非常に高かった。すべてのアウトプットは顕著な成果を産出した。日

本・タイ国側双方から十分な投入があった。大半の活動は計画どおり、あるいは計画より早く完

了した。プロジェクトは幅広い課題を短期間で扱うことができた。

類似プロジェクトと比較して、プロジェクトの効果は大きかった。プロジェクトはより大きな

ターゲットグループの能力向上に成功している。カウンターパート数、特にプロジェクト活動を

満足に遂行できる資質を備えたカウンターパートの数は、他プロジェクトと比較して相当多かっ

た。プロジェクトは、GHG インベントリを作成する能力について、より少ない投入と時間で向

上することに成功している。

４－４　インパクト

複数のインパクトがみられる。そうしたインパクトが将来、気候変動を緩和するための有効な

施策として実現することが期待される。プロジェクトは、タイ国内の炭素市場の枠組みとなる「タ

イ自主排出削減」（Thailand Voluntary Emission Reduction：TVER）の検討に貴重な知見を提供した。

TVER は、同様にプロジェクト実施により得られた知見を活用してデザインされている「低炭素

都市プログラム」と一緒に実施される見込みである。早期の制度運用開始が期待されている。加

えて、プロジェクト実施を通して TGO が習得した知識は、TGO の 5 カ年戦略の更新と「国の適

切な緩和行動」（Nationally Appropriate Mitigation Action：NAMA）の計画に活用されることが期待

される。

TGO は気候変動国際研修センターを設立し、タイ国内外の関係者の気候変動緩和・適応に関

する能力を強化しようという構想をもっている。既に TGO は日本に対して、支援の要請書を提

出している。当面の計画としては、MNRE 環境保全推進局と共同で「気候適応・緩和アカデミー」

にて、国内関係者向けに気候変動緩和に関する研修を開始する予定がある。

TGO はプロジェクトの研修と PIN/PDD 作成作業を通じて、他の政府機関に有用な情報を提供

し、関係を強化した。例えば、あるバンコク都の職員は、プロジェクトの研修で得られた知識は

廃棄物管理政策を検討するために有効であったと述べている。国立公園・野生生物保全局の職員

2 名は、CDM と REDD に関する知識を深めることができたとしている。

プロジェクトはカーボン・フットプリント・ラベリングにも貢献した。TGO と国立金属・材

料技術センターは、タイ国内で生産された製品にカーボン・フットプリント・ラベルを付与する

ために必要な計算方法を開発した。

４－５　持続性

プロジェクト実施により得られた成果は維持される可能性が高い。気候変動に関する政策や制

度枠組みが強化される可能性は高い。「第 11 次国家経済社会開発計画案（2012 ～ 2016 年）」では、

低炭素社会の構築、GHG 排出と炭素市場に関するデータベースと登録簿の開発、測定・報告・

検証システムの構築、カーボン・ラベルとカーボン・フットプリントの推進に取り組むとしてい

る。先述のとおり、TGO は、CDM の促進に加えて新たな気候変動緩和策を実現する計画である。

例えば、GHG インベントリ作成のために効果的・効率的にデータをまとめられるよう、他の政

府機関と良好な関係を維持するよう努めている。

組織と財政については、TGO は職員を事前評価時の 24 名から現在の 60 名に増強している。
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予算は 2008 年の 3,000 万 THB から 2011 年の 9,000 万 THB に伸びている。TGO が知見の蓄積を

進め、GHG 管理に関する専門性を維持するために、十分なリソースを確保できる可能性は高い。

ただし、転職率が高いことに注意が必要である。

技術面については、カウンターパートはプロジェクトが導入した知識や技術のほぼすべてを吸

収したとみられる。ほとんどのカウンターパートは、プロジェクトで習得した知見を活用して、

自信をもって新任職員を育成できるとしている。外部向け研修についても、もっと場数を踏む必

要があると感じているが、ほんとんどのカウンターパートが実施できると考えている。TGO は、

外部向け研修プログラムである GMaP を拡充する意向である。カウンターパートは、ウェブサイ

トや GHG インベントリデータベースの維持管理についても自信をもっている。

４－６　効果発現に貢献した要因

４－６－１　計画内容に関すること

特になし。

４－６－２　実施プロセスに関すること

プロジェクト活動の内容に関する入念な協議は、効果的な技術移転につながった。多くのカ

ウンターパートが熱心にプロジェクト活動に取り組んだ。とくに、TGO 能力強化・アウトリー

チ部が果たしたリーダーシップと調整機能は、プロジェクトの円滑な運営に大きく貢献した。

本邦研修は多くのカウンターパートによい刺激を与えた。とくに、日本国内各地で実際にさ

まざまな気候変動緩和策が実施されている様子を視察したことは、タイの新たな気候変動緩和

策の立案を促進する効果があったと推察される。多くのカウンターパートは、本邦研修は「低

炭素都市」と「TVER」のコンセプト検討に有効であったと述べている。有益な研修コースを

準備した専門家チームの貢献は大きい。

４－７　問題点と問題を惹起した要因

４－７－１　計画内容に関すること

特になし。

４－７－２　実施プロセスに関すること

大きな問題はない。一部のカウンターパートは、業務過多で研修に参加できない時期があっ

たと表明している。

４－８　結論

プロジェクトは成功裏に実施された。プロジェクトは、短期間で多くの課題を網羅し、カウン

ターパートの能力を向上させた。プロジェクトの妥当性と有効性は高かった。とくに効率性は、

類似プロジェクトと比較して非常に高かった。プロジェクトの成果が維持される可能性は高い。

短期間のプロジェクトであったにもかかわらず、確固としたインパクトの兆候もみられる。
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第５章　提言と教訓
５－１　提言

（1） プロジェクトは、すべての関係カウンターパートに最終のキャパシティ・アセスメント評

価用テストを受験させること

プロジェクトの主たる目的は TGO の能力強化である。プロジェクトは能力強化モニタリ

ングシステムを作ったが、カウンターパートがテストを受験しない限り、客観的にプロジェ

クトの効果を測ることはできない。すべての関係カウンターパートが受験することが重要で

ある。

（2）�プロジェクトは、すべての重要な研修教材を正しくタイ語に翻訳すること

TGO が国内の気候変動緩和に取り組む関係者に効果的な研修を提供するには、タイ語で

研修を実施できる必要がある。このため、プロジェクトで開発した英語の教材をタイ語に翻

訳する必要があり、速やかに翻訳を完了すべきである。

（3 ）プロジェクトは、上位目標の指標を見直すこと

既に述べたとおり、上位目標の指標は不適切である。次のような改善案が考えられる。

1） 　TGO は 2014 年末までに、プロジェクトの成果を活用した研修を少なくとも 12 コース

開催する。

2）　2014 年末までに、新たな GHG インベントリが少なくとも 1 回作成される。

3）　2012 年末までに、TVER の方法論が TGO 理事会に提出される。

（4）TGO は、職員の能力強化プログラムを作成・実行すること

専門家が研修に使用した発表資料は、TGO のイントラネットで閲覧できる。プロジェク

トは包括的な研修教材セットを開発した。多くのカウンターパートは講師経験を積んだ。能

力評価の方法も示された。TGO は職員の質を高いレベルに保つために、こうしたプロジェ

クトの成果を活用して、職員向け能力強化プログラムを作成・実行すべきである。

（5）TGO は、GMaP と外部向けアウトリーチプログラムを拡充すること

プロジェクト実施により、気候変動緩和に取り組む関係者の能力を向上するために必要な

TGO のリソースの充実度は大きく増した。関係者との関係も強化できた。TGO はこの機会

に関係者の研修ニーズを再検討し、プロジェクトの成果を活用して外部向け研修プログラム

を拡充すべきである。

（6）�TGO は、気候変動緩和に取り組む関係者の能力強化について、地域内協力の可能性を検

討すること

“CTC 2011”は ASEAN 各国からも参加を得て、成功裏に終わった。講師を務めた TGO 職

員は大きな自信をつけた。参加者の評価も合格レベルであった。TGO は、こうした成果を

気候変動緩和について能力強化を要する国への支援に活用することを検討すべきである。隣

国などとパートナーシップを築き、域内の気候変動緩和の取り組みを推進すべきである。
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（7）�JICA は、必要な分野について TGO の更なる能力強化を支援することを検討すること

プロジェクトは成功したが、TGO が日本の支援を必要とする課題もある。TGO への支援は、

タイ国内だけでなく、地域内協力を通じて、他国でも GHG 削減効果をもたらす可能性がある。

そうした効果が実現するよう、JICA は TGO を支援しつつパートナーシップを組むことを検

討すべきである。

（8）�プロジェクト実施期間を 2012 年 2 月末まで延長すること

2011 年 10 月にバンコクを襲った大洪水の影響で、プロジェクト活動は一時的に停止した。

計画されていた能力強化評価などの活動、指標の最終化、最終報告書の作成などを行うため

に、プロジェクトの協力期間を 2012 年 2 月末まで延長するべきである。

５－２　教訓

（1）�入念な協議と計画

プロジェクト活動の内容について入念な協議を行ったことは、技術移転に対するカウン

ターパートの高い満足度につながった。専門家は本邦研修の準備にも多くの労力を割いた。

この苦労はカウンターパートへの研修効果という形で報われている。多くの時間と労力が割

かれたことは確かであるが、プロジェクトの経験はこうした入念な協議と計画の重要性を物

語っている。

（2）�適切な指標設定

本プロジェクトでは、協力実績から顕著な成果が発現されたが、それを測る指標設定は改

善の余地があった。プロジェクトを効果的にモニタリングして評価するためには、具体的な

目標、できれば数値目標を設定することが大切である。指標はカウンターパート機関などの

プロジェクト関係者が責任をもって達成すべき拘束力のある目標として利用することもでき

る。例えば、指標として、カウンターパートが受講すべき研修の数や獲得すべき試験の点数

を定めることもできる。

すべてのプロジェクト関係者にとって、プロジェクトのねらいは TGO の能力強化であっ

たことは明らかである。しかし、個々のカウンターパート、あるいはカウンターパートグルー

プが、どの科目について、どのような面で、どのレベルまで能力の向上を図るかは明確でな

かった。適切な指標を設定していれば、プロジェクトの目標はより明確になり、研修やテス

トへもっと積極的な参加があったかもしれない。プロジェクト期間の早期に適切な指標を設

定することは非常に重要である。
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（1）タイ国温室効果ガス管理機構（Thailand Greenhouse Gas Management Organization：TGO）

氏名 職位、所属先

Sirithan Pairoj-Boriboon Executive Director

Prasertsuk Chamornmarn Deputy Executive Director

Chaiwat Muncharoen Deputy Executive Director

Wasinee Cheunban Assistant Senior Official, GHG Information Center

Puttipar Rotkittikhun Assistant Senior Official, Review and Monitoring Office

Rongphet Bunchuaidee Assistant Senior Official, Review and Monitoring Office

Phakamon Suparbpan Assistant Senior Official, Carbon Business Office

Sumon Sumetchoengprachya Assistant Senior Official, Carbon Business Office

Jakkanit Kananurak Director, Capacity Building and Outreach Office

Natchanan Wathanachinda Official, Capacity Building and Outreach Office

Wiriya Pantub BRESL Project, Capacity Building and Outreach Office

（2）バンコク首都圏庁（Bangkok Metropolitan Administration：BMA）

氏名 職位、所属先

Suwanna Jungrungrueng Director, Policy and Planning Division, Department of Environment（DOE）

Wotanuch Suaykakaow Sanitary Technical Officer, DOE

Siwat Sripeupun Environmentalist, DOE

Radhpol Jatoorapreuk Environmentalist, DOE

Wankaew Homnan Environmentalist, DOE
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２　主要面談者
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